
   第三セクター等経営健全化方針（坂東市土地開発公社）  

 

１ 作成年月日及び作成担当部署  

  作成年月日 令和元年５月２０日  

  作成担当部署 企画部特定事業推進課  

 

２ 第三セクター等の概要  

法人名  坂東市土地開発公社  

代表者名  理事長 鈴木 清（坂東市副市長）  

所在地  茨城県坂東市岩井４３６５番地  

設立年月日  平成２４年８月２０日  

資本金  １，０００万円（坂東市の出資割合 １００％）  

業務内容  （１）次に掲げる土地の取得、造成その他の管理及び処

分に関すること。  

ア 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年

法律第６６号）第４条第１項又は第５条第１項に

規定する土地  

イ 道路、公園、緑地その他の公共施設又は公用施

設の用に供する土地  

ウ 公営企業の用に供する土地  

エ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４

条第７項に規定する市街地開発事業の用に供する

土地  

オ 観光施設事業の用に供する土地  

カ 当該地域の自然環境を保全することが特に必要

な土地  

キ 史跡、名勝若しくは天然記念物の保護又は管理

のために必要な土地  

ク 航空機の騒音により生ずる障害を防止し、又は



軽減するために特に必要な土地  

（２）住宅団地の造成事業並びに地域開発のためにする

内陸工業団地及び流通業務団地の造成事業に関す

ること。  

（３）上記（１）及び（２）の業務に附帯する業務  

（４）上記（１）～（３）の業務のほか、当該業務の遂

行に支障のない範囲内において、次に掲げる業務を

行うこと。  

ア 上記（１）の土地の造成（一団の土地に係るも

のに限る。）又は上記（２）の事業の実施と併せ

て整備されるべき公共施設又は公用施設の整備で

地方公共団体の委託に基づくもの及び当該業務に

附帯する業務  

イ 国、地方公共団体その他公共団体の委託に基づ

き、土地の取得のあっせん、調査、測量その他こ

れらに類する業務  

 

３ 経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関

与  

  

 坂東市土地開発公社（以下「公社」という。）は、公有地の拡大の推進

に関する法律に基づき、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）整備に伴う

沿線開発として坂東インター工業団地造成事業（事業計画面積７４ｈａ）

のため平成２４年８月に設立され、事業用地や事業に必要な代替用地の

先行取得及び敷地造成の金融機関からの資金調達などを進めている。  

 また、市は、副市長を理事長、総務部長及び企画部長を理事、会計管

理者を監査として公社に派遣し、出資者として経営状況に関する指導を

行うとともに、毎年度、坂東市議会に対して決算等の状況報告を行って

いる。  

 



４ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討  

 

 公社は、金融機関から直接資金を調達し、用地取得及び造成工事を行

い、分譲費収入（市が立地企業に対し用地を分譲し、市から立替金を公

社に支払う。）により金融機関に借入金を返済するという事業スキームで

ある。事業用地の取得及び造成工事のための当初借入れに多額の費用を

要したことから、債務保証付債務残高等の団体標準財政規模に対する比

率が、実質赤字の早期健全化基準の水準を超過しているが、用地取得、

造成工事及び分譲が順調に進んでいることから、早期の事業終了により、

借入金は完済する見込みである。  

 また、市は、公社の経営健全化を図る観点から利子補給を実施してお

り、事業終了まで継続する考えである。  

 

５ 抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応  

 

 平成３０年度末の公社の資産残高は、開発事業用地２４億１８６万９，

０００円、現金及び預金１，００１万４，０００円、合計２４億１，１

８８万３，０００円であり、一方、負債としては、未払金５億７，３６

０万１，０００円、長期借入金１８億２，８２６万８，０００円、合計

２４億１８６万９，０００円である。  

 平成３０年度中の譲渡契約６件中２件の土地の引渡しを令和元年初旬

に予定しており、引渡後に約１７億４，５４２万３，０００円の事業収

入があり金融機関への返済が行われることから、長期借入金の減少が見

込まれる。  

 また、残りの分譲予定地２区画（５．２５ｈａ）について、分譲予定

額８億５，４６４万６，０００円を見込んでおり、造成費を勘案しても、

早期の事業完了による黒字化が図れる。  

 

 

 



（参考）  

６ 法人の財務状況  

賃
借
対
照
表
か
ら 

項目  
金額（千円）  

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

資産合計  6,361,545 4,612,427 2,411,883 

（うち現預金）  10,012 10,013 10,014 

（うち開発事業用地）  6,351,533 4,602,414 2,401,869 

（うち貯蔵品）  0 0 0 

負債合計  6,351,533 4,602,414 2,401,869 

（うち未払金）  579,424 232,341 573,601 

（うち長期借入金）  5,772,109 4,370,073 1,828,268 

資本合計  10,012 10,013 10,014 

（うち基本財産）  10,000 10,000 10,000 

（うち前期繰越準備金）  11 12 13 

（うち当期利益）  1 1 1 

 

 

損
益
計
算
書
か
ら 

項目  
金額（千円）  

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

事業総利益  

（事業収益－事業原価）  0 0 0 

事業利益  

（事業総利益－販売費及

び一般管理費）  △752 △721 △488 

経常利益  

（事業利益＋事業外収益

－事業外経費）  1 1 1 

当期純利益  1 1 1 

 


